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大平正芳内閣の「田園都市国家構想」と戦後日本の国土計画
竹　野　克　己
要旨
戦後日本における国土政策は，主に「全国総合開発計画（全総）」に結実されたが，その経済成長に寄与し
た役割は大きい。だがその本来の目的は経済成長のみならず，都市部と地域間との経済的格差を縮小し，風土
や文化面，精神面の上でも，豊かな生活を目指すものであった。その意味で，この「全総」は失敗したとの評
もあり，その結果，都市部と地方間の格差は一層増し，集落・コミュニティの崩壊の予兆すら現れはじめてい
る。
一般的に，国土政策の策定過程中，中央官庁の外縁部，例えば政治家のリーダーシップや学者，市民等に開
かれた形で策定される機会は実際には多くなく，そのような外縁から「国土政策」を語ろうとした人物の例と
して，大平正芳があげられる。
大平は青年期からの思想体験を，政治家となってからも自らの理想国家・社会像の中に位置づけ，政権獲得
時には学者陣を動員して，国土・地域政策分野については「田園都市構想研究グループ」を立ち上げ，その成
果は「田園都市国家の構想」という報告書となった。本報告書は計画論上の欠点も散見されるが，開かれつつ
も人々が地方で完結して生活できる都市の構想，伝統・文化への深い視点，新しい共同体像にまで目配りされ
た，ある種特異なものであり，今後の理想社会像，モデルとなり得る可能性を持っていた。
本稿では戦後国土政策の歴史の概略を辿りつつ，大平の「同構想」の策定にあたり，重要な要素と思われる
大平自身の人生上のエポック等について触れつつ，今後の国土政策上必要な要素，策定手法等を筆者なりに考
察した。
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１．はじめに
近年「尖閣諸島問題」に代表されるように，日中
関係の冷え込みが目立つようになって久しい。本稿
は日中関係における外交関係史を論ずるものではな
いが，1972年の日中国交回復にあたり，首相であっ
た田中角栄（1918～1993　第64・65代内閣総理大臣
（1972年７月～1974年12月））と，彼を外務大臣とし
て支えた大平正芳は間違いなく日本側の重要なキー
パーソンであった。
図らずもこの２人は，外交政策上では軌を一にし
ながらも，理想とする国土像はまさに間逆の方向性
を目指しており，政治家個人のパーソナリティが外
交政策や国土政策上にどのような影響をもたらすか
という点から考えても，非常に興味深い展開を見せ
ることとなるのである。
田中角栄は，1972年「日本列島改造論」という発
表した自著の中で触れているように，国家の地方へ
の集中投資による大規模な工業開発と，高速鉄道や
高速道路による都市間の連絡，即ち「都市の移転」
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によって，都市部と地方の格差の解消を目指してい
たのに対し，大平正芳は地方の自発的な意思によ
り，農漁村を基礎単位とし，19世紀の英国の社会運
動家，E. ハワードの唱えた「田園都市」を念頭に
置いた「田園都市国家構想」を謳った。
大平の言う「田園都市国家構想」とは，その「都
市に田園のゆとりを，田園に都市の活力を」という
スローガンに集約されるが，これはごく端的に言え
ば，かつての日本の江戸時代の基礎行政単位であっ
た藩の数に匹敵し，全国に点在する２～300の「田
園都市圏」が各々に自立し，これらの「田園都市圏」
が経済的，文化的に相互に連携しあい国を構成し，
現代に合った「良き共同体」の再構築を目指そうと
したものであり，同時にこの構想はそれまでの同種
の国土構想が官庁組織を中心に策定されたのに対
し，民間の学者を中心に策定作業が進み，既存の政
策形成過程を突破することに重点が置かれたことも
特筆すべき点となっている。残念ながらこの「田園
都市国家構想」は1980年の大平の首相在任中の死に
より，実際の政策としては殆ど実行には移されな
かったのであるが，人口減少，少子高齢化，空き
家・空き室等の増大といった課題を抱える現代の日
本において，再読すべき，また示唆に富むものと考
えられるのである。
２．戦後日本の国土計画（一全総～二全総）
2.1　「全国総合開発計画（全総）」の策定
大平の「田園都市国家構想」が発表された背景を
探るために，それまでの日本の国土計画の策定過程
の概略を辿る必要がある。戦後日本において，経済
発展のための産業振興，エネルギー等あらゆる政策
課題に関し，各種分野の政策遂行にあたっては，概
ねそれらを統括する「公共政策的指針」ともいえる
「グランドデザイン」が必要とされ，「経済計画」や
「国土計画」などの形で戦後の復興とその後の経済
成長に非常に大きな役割を果たしてきた。このう
ち，「国土計画」分野においては目標とする経済成
長率や将来人口見込みに沿う形で国土や地域の開発
計画と，公共投資の規模や，国民の生活の有り方の
将来像を規定する凡そ５次に亘る「全国総合開発計
画（全総）」が策定されてきた。
この「全総」では，経済計画での目標（成長率等）
に見合う，公共投資の総額とその具体的な成果，例
えば産業の再配置や大規模プロジェクト，あるいは
高速道路や新幹線等運輸体系の整備がひいては国民
生活の向上に資し，結果，国民の所得を上昇させ，
そのことが一方では過疎・過密，公害等，社会性を
帯びた課題の解決も図られるという効果の連関構造
が期待されていたといえる。
その経緯を辿ってみると，まず終戦後，産業施設
から，道路・交通網等のインフラ等，全ての分野が
破壊され，復旧物資も不足していた状況下におい
て，政府による統制的手法によって，国民生活の回
復を図ろうとするのはいわば当然のことであったと
いえよう。その司令塔は1946年に設立され，大平も
一時期在籍することになる経済安定本部（以下「安
本」）であった１。
政府は1945年から５年間は主に「応急復旧期」に
あてたが，1950年から1955年にかけては本格的な
「傾斜生産期」にあて，これは食糧，鉄鋼，エネル
ギー等限られた物資や資源を特定の産業に振り分
け，増産を図るものであった。
同じ時期，これら多分野にわたる「開発」を総合
的に進める見地から，1950年「国土総合開発法」が
経済計画との密接な繋がりの中から制定されたので
ある。
この法律では，１．全国，２．都府県（北海道は
除く），３．地方，４．特定地域において，それぞ
れに「総合開発計画」を定めるとし，相互の計画は
整合性がもつことが期待され，手法の是非はともか
く，現在に繋がる日本の国土計画の制度体系はまず
この時に完成されたと言える。またより明確になっ
たことは，特に「特定地域総合開発計画」のあり方
において，地域への公共投資の投下が期待され，政
治家がその立法過程に大きく関与したことであっ
た。
そこで「全国計画」よりも先に着手された「特定
地域総合開発計画」は，1951年から1952年の間に，
只見川流域，北上川流域ほか21か所が指定を受け，
いずれの地域も事業目標そのものは概ね達成された
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が，これらの多くは流域開発というよりも，後に単
なるダム建設に代表される河川事業の範囲に留まっ
たという評価も受けたのである。つまり，既に全総
の策定を待たないこの時点で，国土計画における公
共事業の位置づけは，公共投資の直接投下という地
域利益と一体不可分のものとなっており，公共事業
同士の有機的な連携や，一事業がそれのみを優先す
ることを戒める発想は希薄だったのである。
戦後の経済計画と国土計画の密接性が一層はっき
りしたものとなるのは，1960年の池田勇人内閣にお
ける「国民所得倍増計画」の登場であるが，その政
策目的は主に各種の生産の増加すなわち工業の促進
であり，経済計画としての形式ながらそれに係る空
間論と，国土計画的手法が多く盛り込まれており，
具体的には１．「太平洋ベルト地帯」への生産の集
中，２．地方拠点都市の育成，３．社会資本整備等
であった。しかし大都市への人口・産業集中への批
判も起こり，国土総合開発法上での規定はあったも
のの，実際の策定に至っていなかった全国規模の総
合開発計画が切望されるに至り，同じ池田内閣のも
と1962年「全国総合開発計画（一全総）」が策定さ
れるのである。
一全総では太平洋ベルト地帯への集中を排除する
ため，その他地域への産業立地を図り，ある特定の
地域を指定して産業上の拠点を設け，そこから開発
効果が周辺に波及され，それがひいては所得格差，
地域格差を是正することが期待された。そのための
立法措置としては国土総合開発法と全総に対応させ
1962年の新産業都市建設法が政府提案により制定さ
れ，1964年には議員立法により工業整備特別措置法
が制定された。これらの地域では，インフラ等の公
共事業の実施，進出企業への減税措置や政府系金融
機関からの低利融資といった政策手段がとられ地方
への産業の分散が図られた。
しかしこの一全総も，太平洋ベルト地帯以外への
経済開発効果について一定の役割を果たしたもの
の，結果としてその計画自体を超える勢いで，同地
帯に対しての人口集中と工業生産の集中は進み，加
えて指定都市以外とそうでない地域との格差も広が
る結果となるのである２。
一方で，国全体としての経済成長率を見ると，一
全総の計画期間の10年後における当初目標の7.8％
と比較してその実績は10.4％にも達し，一全総にお
ける見込みと想定を超えるという矛盾を抱えながら
も高度成長の道を邁進することとなった。
2.2　二全総と自民党「都市政策大綱」・田中角栄の
「日本列島改造論」
一全総における懸案事項は，特に地域格差の面に
おいて計画通りの実績を上げられなかったことはも
とより，個々のプロジェクトに関する国の関与の在
り方であった。つまり地域開発において国が責任を
負うプロジェクトを立ち上げ，かつ積極的に関与
し，国による資本の集中投下を行うべきであり，そ
れが地域格差を解消させるという視点であった。具
体的には個別地域の環境整備ではなく，大規模プロ
ジェクトを国主導でいわば「一気通貫」的に行うと
いうことが求められたのである。これは産業界から
の「経済合理性のない工業の地方分散は役立たない
（国土庁計画・調整局三全総研究会編『三全総の発
想と構築』（1980）創造書房 第１章わが国の国土開
発の変遷）」という指摘にも呼応したものであっ
た。
一全総が既に構想段階のものも含め，総花的で
あったことと比較すれば，二全総は高度成長下の好
調な経済等を踏まえて，当初から白地に絵を描く発
想のもとで構想されたのである。
そのような状況下に登場した政治的実力者が田中
角栄であり，田中は生涯に亘って国土政策をライフ
ワークとし，公共事業が地域に与える影響を最も熟
知していた政治家であった。田中は一全総における
各種施策が有効に働かず，効果をあげていないこと
を憂慮し，官庁ブレーンを動員して政策の構想を重
ねていた。同時期，官庁側はまさに二全総の策定作
業に入っていたところであり３，この過程で，後の
二全総と田中が主導した自民党「都市政策大綱」は
相互に影響しあう関係となるのである。その結果
1969年，新全国総合開発計画（二全総，新全総とも）
は閣議決定された。
二全総における目玉となったのは大規模プロジェ
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クト構想による国土開発であった。これは一全総へ
の批判も踏まえ，国の直轄事業として新幹線や高速
道路のネットワークを全国に張り巡らせつつ，一全
総における新産業都市や工業整備特別地域よりもは
るかに大規模な産業基地を国による集中投資によっ
て全国に点在させ，その成果として「国土の均衡あ
る発展」を図ろうとするものであった。折しも時代
は，GNP（国民総生産）が世界第２位となり，日
本万国博覧会を翌年に控えた高度経済成長の絶頂期
であり，計画の事業規模も決して過大ではなく，需
要に見合うものとして計画されたのである。
二全総では，後にこれら大規模プロジェクトの多
くが破たん若しくは凍結されることから，その弊害
が語られることが多いが，策定担当者たる下河辺淳４
は二全総を大規模プロジェクトのみをもって評価さ
れるのは本意ではないと語り，全総策定当局（二全
総においては経済企画庁総合開発局）としての構
想，プランの類が，他省庁や地方自治体，あるいは
国会での審議過程で制度的修正と妥協を強いられる
ことについての，失望や不満も述べており，二全総
の場合，田中角栄といった重要な政治的後ろ盾を抱
いていながらも，そのような状態だったのである。
このことは政策立案担当たる官庁プランナー達の
限界と政策遂行における政治的リーダーシップ，更
には政治家自らの手による世論喚起の重要性を考え
る上で，非常に興味深くかつ重要なポイントであろ
う。政治家田中角栄は「都市政策大綱」を後に自ら
の政権構想として発展させ，1972（昭和47）年「日
本列島改造論」を発表するが，後世から批判の多い
この政策集においても，自らの構想を端緒にして，
官庁組織をフルに活用し，それを政策集にまとめあ
げ，自らの名義で世論に訴えたことは，正規の民主
主義のルールに沿っているという意味においては，
王道を辿っており，もっと評価されて良い点と思わ
れる５。また本来，計画行政自体が併せ持つ開発志
向に当然ながら全総も大きく影響を受けていた訳で
あるが，外部からはほとんど閉じていた国土政策の
策定過程において風穴を開け，その思考は開発志向
ではあったとしても，「陳情」や「要望」程度の比
ではなく，立法の主役たる国会議員として，政策立
案の主体として介入するという手法は，後の大平に
よる「田園都市国家構想」が，同じ国土や地域を政
策分野の対象とし，田中の場合は官僚グループで
あったものを学者グループと代えつつも，それらを
内閣総理大臣直轄の政策研究グループとして位置づ
け，政策立案を図った手法に少なからず影響を与え
たと思われ，更に言えば，現代における政策立案と
その遂行に係る方法論を考える上でも，もっと高い
評価を得るべきことと思われるのである。
３．大平正芳の「田園都市国家構想」
3.1　生い立ちと青年期
本稿の主題である「田園都市国家構想」という言
葉が初めて公に発せられたのは，1972年９月，自民
党内において大平が所属する派閥「宏池会」の議員
研修会であったが，大平は派閥の長としての就任演
説として「潮の流れを変えよう」と銘打ち，それま
での経済成長政策の矛盾と，国民生活の不安・緊張
の高まりに応えるべく，激しい都市化傾向を防ぎと
める自動復元装置，つまり農山村と都市のメリット
が調和した形で活かされる社会の重要性，生産性の
高い工業と農業，都市と農山村が高次に結合された
社会，すなわち「田園都市国家」の重要性を説いた。
ここで言う「田園都市」とは英国のエベネザー・
ハワードの創出した都市レッチワースと「田園都市
運動」のことであり，これは単なる新しい郊外型住
宅団地モデルに留まらず，分譲でなく賃貸を中心に
することで，その開発利益を住民に分配し，余剰と
なった利益を公益事業に投資し，それらを基盤とし
て新しいコミュニティの形を築き上げる新しいモデ
ルのことである。大平自身が「田園」という言葉に
反応した理由としては，このハワードのモデルに対
する共感のほか，大平のいわば体質的な問題も存在
していたものと思われる。大平は1910年，香川県三
豊郡和田村（現在の香川県観音寺市）に生まれ，
1928年，高松高等商業学校（現香川大学経済学部）
に進学後，その思考にとって決定的な要素であった
キリスト教と出会い，その学生時代はキリスト教の
活動を中心に学生時代を過ごすこととなる。大平に
とってのキリスト教体験は，人間の内面的活力によ
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る人間社会の発展と振興という視点をもたらし，そ
のことこそ毎日を詩や哲学の読書に向かわせ，後の
「田園都市国家構想」に表れる「文化」の重視，及
び「近代の限界」等の記載に多少なりとも影響を与
えたのではないかと思われる。
その後1933年，大平は東京商科大学（現一橋大学
経済学部）に入学するが，その自由な校風のもと，
多くの先輩等とも交流しており，ゼミナールの選択
にあたっては，上田辰之助（1892～1956 中世経済
思想史）を選び，この中で生まれたのが「職分社会
と同業組合」と題された卒業論文であった。この卒
業論文は上田教授の研究対象でもあり，キリスト教
徒である大平にとっても親しみのあったイタリアの
神学者トマス・アクィナス（Thomas Aquinas, 1225
頃～1274）を範として，リチャード・ヘンリー・トー
ニー（Richard Henry Tawney, イギリスの経済史家
1880～1962）の説く職能社会（大平論文では「職分
社会」）を解説しつつ，資本主義社会における「組
合」組織の機能を捉えなおそうとしたものになって
いる。
大平が抱いていた問題意識は，当時を覆っていた
過度の個人的利己主義が蔓延する資本主義社会と，
一方で先鋭化する社会主義運動との相克がもたらす
社会不安の増大への憂慮であり，その解決策を経済
思想的，かつ実践的に見出そうとするものであっ
た。
大平がこの論文において示そうとして意図は端的
に言って，自由放任で無秩序な近代資本主義社会が
もたらした弊害への警鐘と，その解決策として，国
と個人の間に立つ「組合」的組織の同時代的な解釈
による可能性であり，すなわち個人と社会の新しい
あり方に対する探究の志向そのものであった。それ
は即ち，後の「田園都市国家構想」の思想に直結す
る思想と思われ，農村出身というその出自，学生時
代のキリスト教との出会いと熱心な活動，またこの
ような原点から社会を見つめる視点，加熱するイデ
オロギーへの警戒と良き共同体への憧憬，またその
共同体像の発展・進化への志向が強く読み取れ，そ
してこのような社会的課題を総合的に解決する手段
としての政策的思考の土台が，後に「田園都市国家
構想」として結実する基礎となったと考えられるの
である。また後に，大平本人が同「構想」を「計画」
でなく「哲学」であり「規範」だと強調するように，
この青年期における素養こそ，「構想」のオリジナ
リティーを高めることに繋がっていると推察される
のである。
3.2　職歴及び政治歴
大平の職歴と政治歴についても触れておかねばな
らない。大平は大学卒業にあたって，高等文官試験
（現国家公務員総合職試験）に見事合格を果たし，
1936年春，大蔵省（当時）への入省を果たした。大
蔵省では順調に職歴を重ねていき，その中で「田園
都市国家構想」を考察するにあたって重要と思われ
るのは，1948年，大平38歳時の経済安定本部建設局
公共事業課長への就任であった。
当時の安本は経済分析と企画機能，そして現在の
国交省に該当する機能（多くの公共事業分野），ま
た電源開発等エネルギー政策の企画等も行う，広大
な政策領域を所管する組織であった。まさに戦後の
経済計画とともに国土計画の原型はこの安本で作ら
れてきたのである。
大平はこの安本在籍時に一つの小論文を記してい
る。この論文は「公共事業優先位決定方式改善意見
書」と題され，経済危機上にあった当時の日本の状
況を踏まえて６，安本内部において意見具申を図っ
たものであった。この論文において大平は，アメリ
カのように既に成熟した社会において，追加の公共
投資を行い，国内市場を開拓し，就業者を増大させ
るという単純な方式は，必ずしも日本には適用でき
ず，全ての政策分野で復旧を目指す形での公共投資
が必要な当時の日本においては，まずその投資先の
選択において新しい考え方に基づいた優先方式決定
が必要であり，その上で，新しい方式では受益者が
誰になるかをもって選別されるべきであるとした。
例えば開拓，灌漑，土地改良，住宅建設等は受益者
も限られるため，優先度を下げるべきであり，また
公共事業は新規建設よりも維持を重視すべきとし，
即効性はあるが経費のかかる事業よりも，経費と利
益の均衡を目指すべきとしている。また公共事業同
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士の有機的な関連と，一事業がそれを一単位として
優先することも戒めている。また，請負業者の能力
に応じて事業計画も柔軟に定めるべきともしてい
る。
この論文執筆の直接の動機は，公共事業の遂行に
あたり，大平が大蔵省出身であることに由来する財
政均衡の考え方を安本内部で反映させることにあっ
ただろう。しかし大規模公共事業を疑問視する姿勢
と，事業同士の有機的連携と，複眼的視点の必要性
を説き，また請負事業者への影響について配慮の姿
勢を記すなど，後の「田園都市国家構想」への発展
も感じさせ，大学時代以来の組合的共同体社会へ志
向の一部がこの小論文にも十分表れていると思われ
るのである。
その後大平は，かつての上司であり，蔵相を務め
ていた池田勇人から突如秘書官になるよう呼び出し
を受け，政治をより間近に見ることになるが，この
過程で行政官としての人生のあり方，つまり事務作
業よりは調整作業を得意と称していた（『大平正芳
回想録・伝記編』（1981）大平正芳回想録刊行会「第
三部＜上昇気流＞第十章 政界への道」）とする自身
の特性や，政治家としての可能性と覚悟について逡
巡する中で，政治家になる決心を固めたようであ
る。こうして，1952年第25回総選挙において，42歳
の大平は見事初当選を果たし，その後は池田の懐刀
として順調に政治経歴を重ね，1960年50歳で第１次
池田内閣の官房長官，1962年には第２次池田内閣で
外務大臣，その後，自民党副幹事長，政調会長，
1968年第２次佐藤内閣で通商産業大臣と政治歴を重
ねた。但しこの大臣期も含め国土計画，あるいは自
らの現役官僚時代に問題にした公共事業の分野に対
し，大平が強い問題意識をもって，リーダーシップ
を発揮した形跡は実はほとんど認められない７。し
かしこの点は複眼的に考えると，当時国民が政治に
臨んでいたものは言うまでもなく，「高度経済成長」
の順調な進展であった。またその政策立案過程にお
いては，省庁間の官僚同士で激しく議論を交わされ
る中から生み出された各種の「案」こそ最も合理性
が高く，規範性を備えていたとされ，官庁もそれを
自らの使命として捉え，同時に政治家や国民はそれ
をある種当然のものとして受け入れていたからであ
る。
1970年からは内閣を退いて，政権獲得の為の足場
固めに入り，1971年61歳の時，党内派閥「宏池会」
の会長に就任し，前述の「潮の流れを変えよう」演
説を迎える。1972年には第１次田中角栄内閣で外務
大臣に就任する。この外務大臣時代，従前から田中
と大平の盟友関係もあって，日中国交回復の偉業を
成し遂げ，オイル・ショック等の難局対応にもあ
たっている。
その後政権は三木，福田と移り，1978年，自らの
内閣総理大臣就任を迎えるのである。
3.3　「田園都市国家構想」
大平の「田園都市」への共感と，自ら描く理想の
社会像を重ね合わせて発展させ，政策として位置づ
ける過程を辿ると，大平の元来の哲学志向もあり，
多忙を極めつつ学者・文化人との交流を積極的に好
んでいたことが判明している。政権樹立後９つ設け
られた政策研究グループのキーマンは佐藤誠三郎
（1932年～1999 政治学者，東京大学名誉教授 外交
史），公文俊平（1935～現多摩大学情報社会学研究
所所長 社会システム論），香山健一（1933年～1997
年 元学習院大学法学部教授 政治学）の３人であり，
いずれも当時先進気鋭の保守派の学者達であって，
中でも「田園都市国家構想」のキーマンとなったの
は香山であった。香山は明治期の内務省地方局有志
による「田園都市」の受容について研究を行い，ハ
ワードの「田園都市」論にも造詣が深かった。加え
てこれら学者グループの動き以前に，大平の側近グ
ループの立場からは，前述の娘婿の森田一が大蔵省
の１年後輩であった長富祐一郎８を大平の応援団に
して，森田，長富が事実上将来の政策構想立案にあ
たっての事務局となり，このような水面下での経緯
を経て，1978年12月の第一次大平内閣発足後，翌
1979年から次々と以下の９つの政策研究グループが
内閣総理大臣直属の諮問機関として立ち上がるので
ある。
１ 　文化の時代研究グループ（議長 山本七平山
本書店主）
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２ 　田園都市構想研究グループ（議長 梅棹忠夫
国立民族学博物館長）
３ 　家庭基盤充実研究グループ（議長 伊藤善市
東京女子大学教授）
４ 　環太平洋連帯研究グループ（議長 大来佐武
郎（社）日本経済研究センター会長）
５ 　総合安全保障研究グループ（議長 猪木正道
（財）平和・安全保障研究所理事長）
６ 　対外経済政策研究グループ（議長 内田忠夫
東京大学教授）
７ 　文化の時代の経済運営研究グループ（議長 
館龍一郎東京大学教授）
８ 　科学技術の史的展開研究グループ（議長 
佐々學 国立公害研究所長）
９ 　多元化社会の生活関心研究グループ（議長 
林知己夫統計数理研究所長）
大平は１月25日の総理就任後最初の施政方針演説
において，「近代合理主義に基づく物質文明自体が
（の）限界」を述べ，文化の重視，人間性の回復を
あらゆる施策の基本理念に据え，その解決策として
「田園都市構想（ママ）」を図ると明確に訴えた。メ
ンバー選出にあたっては，少壮若手の50代までの学
者と30代までの官僚を起用し，総理側からの注文は
なしに，自由に討議を進めること等の方針が伝えら
れ，議長には大平自らの希望で梅棹忠夫（うめさ
お・ただお 1920～2010　生態学者，国立民族学博
物館長）が選出された。
大平はその後の政権期間中において，衆院選の敗
北，激しい自民党内の抗争（いわゆる40日抗争）を
といった政治的激動期を生き延びたが，1980年５月
30日，衆参同日選挙の最中に入院し，その後６月12
日心不全により，突然の死を迎えることとなるので
ある。大平の死後関係委員・官僚は不眠不休で作業
にあたり，８月に報告書は完成された。ある学者は
「死せる大平，生ける学者グループを走らす」とま
で語る程の作業の集中度だったという（長富祐一郎
『近代を超えて─故大平総理の遺されたもの─（上）』
（1983）ｐ16）。
この「田園都市構想研究グループ」第１回会合で
の挨拶で大平は，同構想が，１．相当長期間にわ
たって，国づくり，社会づくりの道標となるべき理
念であること，２．地域の個性を生かし，基礎自治
体の自主性を極力尊重すること，３．都市計画とか
都市モデルのようにパターン化されるものではない
こと，４．現代的地域主義の思想に沿ったもの，そ
れはあくまでも開かれ，都市と都市，都市と農村と
のかかわり合いを重視する，相互に補完的なもの，
５．教育，文化なども含めて，人間の営みを広くと
らえていこうとするもの，などを訴えた。
実際の報告書の提言内容としては，「田園都市」
という言葉の由来，すなわちハワードの思想におけ
る「都市と農村の結婚」の説明から始まり，そして
その概念が単に物質的なものに留まらず，人と人，
あるいは社会の象徴たる都市と，神の人間に対する
愛の象徴たる農村の結婚を謳い，現代においてもク
ローズアップすべきテーマとしている。
具体的国土論の部分では，第Ⅱ章「「田園都市国
家」の構造」として，多極重層構造の国土形成と「田
園都市圏」の創出し，既存の三全総における定住圏
等のように，指定箇所と数は明示せず，30年～50年
後における概ね２～300の新しい地域社会の創世を
予測している。（人口規模による都市の位置づけに
ついては下記を参照）
表１：「田園都市国家構想」における都市（地域）
イメージのまとめ（筆者作成）
名　　称 人口規模
大都市圏 100万人以上
ブロック中枢都市 100万人程度
広域中核都市 30～50万人程度
地域中核都市 10～30万人程度
地方中小都市 ５～10万人程度
農山漁村 それ以下
これらの都市は「多極重層」のネットワーク化が
図られ，このうち報告書での便宜上，地域中核都市
を核として形成される社会を協議の意味で「田園都
市圏」と説明されている。そして各都市のあるべき
姿あるいは価値観が語られ，例えば自然環境との関
係，生活環境のあり方，あるいは中枢性についての
イメージや説明が行われている９。また大都市圏に
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関する記述では，「オープンスペースの開発」との
項目を設けられ，土地の所有権と利用権の分離を図
る「総合土地区分所有権」制度の創設といった記載
がなされている。
また特筆すべき点としては，第Ⅲ章「地域におけ
る文化活動の展開」において文化論が語られ，これ
は大平が施政方針演説等，あらゆる場で唱えていた
「文化の時代の到来」に応する項目であり，多極重
層的に形成された「文化活動圏」，あるいは各ブロッ
クや全国レベルでの劇場，博物館類10の整備を唱え
ている。また第Ⅳ章「人間と自然の調和をめざす国
づくり」では，自然のとの調和や保護，都市の周囲
における「田園都市林の構想」等が提案されている。
この「田園都市国家構想」の内容について，現在
の視点からどう評価すべきであろうか。まずは，大
平の青年期以来の哲学的思考と社会観が初めて政策
提言としてとりまとめられたことの意義である。報
告書は政策提言という形をとりながら，特に地域や
コミュニティへの視点，古今東西の思想に目が配ら
れている点は，それまでの政策提言にはあまり類を
見ないスタイルのものである。加えて「まちづく
り・むらづくり」の進め方についてみれば，必ずし
も「田園都市国家構想」において初めて述べられた
訳ではなかったにせよ，当時の「構想」に盛り込ま
れた方法論やモデルの基本形は現在も踏襲されてい
るものが多く，また地域経済分野における予測と期
待に関しては，現在の日本における先端技術隆興の
理想と発展を言い当てている。
では，本構想の主眼を「国土政策論」としてどう
評価すべきであろうか。まずハワードの「田園都市
論」との比較で言えば，ハワードの「田園都市」が
ある一つの都市モデルを見立て，その都市経営手法
まで踏み込んでいるのに比べれば，「田園都市国家
構想」は文字通り国家が対象であって，それに応じ
た国家経営の具体論，つまり国土政策に対応する踏
み込んだ経済政策の詳細まで述べられている訳では
ない。但しその点は当時の時代状況，つまり低成長
時代，脱工業化時代を見据えて取り上げられたにせ
よ，一定の人口増大と経済成長が見込まれ（本文中
では，人口減少は想定されていない。），過疎化等の
地域の問題についても現在と比較すればまだ顕在化
していた頃の話題であることを踏まえるべきであ
り，また大平自身が述べた「本構想は計画でなく哲
学・指針である」という発言も踏まえるべきであろ
う。
更にハワードからの大きな影響を考えてみると，
特に個々のコミュニティのあり方に関する記載が，
その共通性が明確になっていると推察される部分で
ある。報告書のあらゆる個所に個性的な地域の取り
組みの例や，それを支える施策のあり方の提案が記
載されており，豊かな国土の形成にあたっては中央
からの集中投資ではなく，個々のコミュニティの能
力を発掘，伸長させるということに主眼を置くべき
という視点は一貫している。つまり本構想は，ハ
ワードの地域コミュニティ論をベースにしながら，
その集団的発展形としての国家像をモデルとして描
いたということであろう。
構想発表当時，これらの個々の提案は喫緊の課題
として世論に受容された訳ではないが，現在在，都
市の発展から取り残された地域，社会，企業等が経
済停滞や社会不安からの脱却を目指し，いわば「存
立」と「存亡」をかけ実施されていることと比較す
れば，「田園都市国家構想」が当時掲げた国土や地
域の構想は制定当初，積極的に社会において問題化
されず，これらの問題が表面化し，かつ極限化され
た現在に至って，当然視されるのはある意味皮肉な
現象であるとさえいえる。
一方で「田園都市国家構想」自体の抱える手法上
の限界としては，本構想における「具体性の欠如」
というかなり根源的な問題が存在している。例えば
報告書上に頻繁に登場するのは，理想とすべき都市
像や社会像，プロジェクト像における模範像を提示
しつつ，「それらは○○のようなものであってはな
らない。」と付記され，ある理想とそれらを否定す
る手法との境界の具体性に関する記述が乏しく，曖
昧となっている点である。そこがまさしく「理念」・
「規範」たる由縁でもあるが，結果として総論に対
しての具体論，事業論が非常に乏しい印象となって
いる11。このような報告書のスタイルについて，大
平の娘婿である森田一氏は研究会の構成にまで遡っ
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て以下のように端的に語っている。「「田園都市国家
構想」に具体論がないというのは，確かにその通り
で，研究会開催中に，事務局たる自分もそのことに
は十分気づいていた。それは委員の構成からして明
白だった。すなわち「総論」を書くのが好きな先生
が多く集まってしまった。事務局として各論に落と
し込む手法，例えば将来における官庁等の巻き込み
方等を考えなければならないなと思案を巡らしてい
た中で大平が逝ってしまった。その点は今も自分が
悔やんでいるところである。」12
3.4　「三全総」との関係
先にその策定過程を述べた二全総は1972年，田中
角栄の内閣発足も踏まえ，順調なスタートがされる
予定であったが，二全総が掲げた構想は既に全国で
開発ブームから地価の高騰を招き，同時期に浮上し
た環境問題への対応の必要性等13から策定後から３
年目にあたる1972年には，その総点検の作業が開始
され，同年田中角栄も退陣に追い込まれた。
このような状況下，発足したばかりの国土庁は第
３次全国総合開発計画（三全総）の策定にあたり，
当初「列島改造」の司令塔としての役割を期待され
て組織発足しながら，その当初から既にその思想基
盤を作り直す必要性が生じていたといえる。下河辺
淳は三全総における議論の原点を「国レベルから市
民のレベルまで落とす（下河辺淳『戦後国土計画へ
の証言』（1994）日本経済評論社，ｐ156）」として
おり，その結果，出現したキーワードは「定住」で
あった。それはごく端的に言えば，地方から大都市
部へ移住しなくとも生活でき，都市部においては遠
距離通勤を強いられないような環境整備のことであ
り，三全総ではこの定住可能な生活圏を行政の計画
上「定住圏」として定め，構想の基本に置こうとし
たのであった。この定住圏が都市部に集中せず，各
地に点在する像を描こうとしたのである。また三全
総では地方自治体の自発的な努力が求められ，計画
目標として，１．国土資源の有効性，２．歴史的伝
統的文化の再認識，３．人間と自然の調和が人間居
住の前提であること，４．人間的居住の総合環境整
備を掲げていること，であった。さらに高等研究機
関，医療，文化施設の再配置にも言及し，その強力
な推進を目指している。
三全総は1977（昭和52）年，福田内閣時に閣議決
定された。事業実施にあたっては，国による直轄事
業の形式は採用せず，先導的な取り組みとなること
を目指して全国で44か所のモデル地域を指定し，国
の関与は周辺整備に限る形式が採られた。
この三全総は公式な説明はされていないが，大平
の「田園都市国家構想」から大きな影響を受け，ま
たは呼応し，つかず離れずの関係にあったとされて
いる。時系列的に辿ってみると，以下の通りとなる。
下河辺淳はこの両者の関係について，大平の「田
園都市国家構想」が発表された時点で，「田園都市
国家構想」とは何かということが国土庁内でのテー
マとなったことを示唆している（下河辺淳『戦後国
土計画への証言』（1994）日本経済評論社，ｐ156）。
そして，議論の過程で出てきた主題として従前の開
発中心の国土計画から，明確に生活中心を目指すと
表２　三全総と大平「田園都市国家構想」関連に係る年表（筆者作成）
年月 内閣 三全総 関連 大平正芳 関連
1969.５
佐藤
二全総閣議決定 通産大臣期
1971.９ 宏池会会長就任「潮の流れを変えよう」演説
1972.10 田中 二全総の総点検開始 外務大臣期
1977.11 福田 三全総閣議決定 自民党幹事長期
1978.12
大平
第１次大平内閣成立
1979.１
田園都市構想政策研究グループ
第１回検討会開催
1980.６ 大平正芳死去
1980.８
鈴木
報告書「田園都市国家の構想」刊行
1981.９ 三全総フォローアップ開始
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路線変更がなされ，「市民の生活」ということがテー
マとなり，その結果導き出されたキーワードが「定
住圏」という概念だったのである。そもそも行政と
しては，将来の総理候補の政権構想は無視できない
とはいえ，図らずも「田園都市圏」を国土構造の基
本に置く「田園都市国家構想」の概念と三全総の概
念とは，このように接近を見せることとなったので
ある14。その結果，三全総は，一全総や二全総とも
趣の異なる概念を表明したのであった。
では大平は全総の策定側たる行政をどう見ていた
のか。森田は以下のように語っている。「「田園都市
国家構想」の策定にあたって，特に国土計画面にお
ける事業化においては，下河辺氏の手が必要という
ことについては，大平も当初から分かっていた。し
かし個人の好き嫌いではなく，下河辺氏を使わない
形でやるのだ，つまり既存の政策決定システムに頼
らない形でやるのだという大平の意思は明確であっ
た。」15
以上のような状況を俯瞰して，ジャーナリストの
本間義人は，「三全総」と「田園都市国家構想」と
の関係について「（大平の）田園都市とはロマンで
ある。これに対して定住圏とは国土計画の開発戦略
である定住構想を実現するための手法であり，多分
にフィジカルなものである。両者はきわめて遠い距
離に位置していて，おそらく当たり前の手段では交
差することもないはずであるが，それを重ね合わせ
て展開しようというのが三全総であった（本間義人
『国土計画の思想』」（1992）日本経済評論社ｐ126）」
とし，本来相容れない性質だったにも関わらず，三
全総は「半ば強引な形」でその両者を融合させ，施
策の展開を図ったとしている。しかしオイル・
ショック後の高度経済成長神話の崩壊や，公害発生
とその防止が課題であった状況に鑑みれば，都会へ
依存せず，地域において経済的，社会的にも完結し
た生活を送れることを目指すという考え方は国土政
策上の共通認識であったには違いないのである。
とはいえ，当時の政策担当者と「田園都市国家構
想」の策定担当者同士の主だった人脈上の交流はな
く16，記載も互いに微妙にすれ違う部分は多い17。
また大平自身，自らの「田園都市国家構想」が結局
は地域毎の個所付けや予算配分の話に収斂されてい
くであろう懸念を語っていた（本間義人『国土計画
の思想』」（1992）日本経済評論社ｐ125）。しかし高
度経済成長のひずみを修正軌道に載せようとし，一
定の生活圏を設定してその範囲における完結した生
活を目指した戦略，自然への目線，歴史・文化の尊
重等その両者の類似点は非常に多かった。両者は同
じものは決して作らずとも，「田園都市国家構想」
の策定側からすればその構想本文が後に具体的政策
として結実すること，例えば全総のような形式に落
とし込まれることを期待しつつ作業され，三全総側
としても（時代順としては）近いうちに予想あるい
は期待される，二全総における田中角栄の存在に対
応するような，大平のような実力ある政治家による
国土政策上の強いリーダーシップによる主導を期待
したのではないかと思われる。いずれにせよ「田園
都市国家構想」と三全総は，同時代的な理想を掲げ
たものであり，特に三全総については，一全総，二
全総に共通していた開発行政的な政策発想手法の大
きな転換を伴うものとなったといえる。
但し，その手法については双方とも限界があった
ことは明確である。「田園都市国家構想」が先に述
べたように総論的な記述に留まり，良心的政治的
リーダーシップに基づく良心的な学者の語法が必ず
しも，現実に対応した具体的かつ効果的な施策を生
み出すわけではなかったのは事実であり，また全総
のように人員と時間を徹底的にかけ，綿密な調査を
行いながらも，政治的リーダーシップをいわば政策
立案の外縁に位置するものとして捉え，その結果，
良心的な政治的リーダーシップの欠如等を主因とし
て，その実行の段となると規模の大小を問わず破た
んをきたすという官庁プランニングの特徴に鑑みれ
ば，政策の思想と内容の共通性が十分に存在したと
しても，その効果は希薄なものになり，これは政策
立案における，非常に興味深い教訓と考えられるの
である。
４．おわりに
全総のその後の歴史を辿ると，まず三全総につい
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ては1981年にフォローアップ作業が開始され，1983
年，作業報告書が公表された。「定住圏」のその後
については，特に本間義人によるモデル定住圏の詳
しいレポート（本間義人『国土計画の思想』」（1992）
日本経済評論社，第４章）が存在している。これは
「田園都市国家構想」で掲げられた理想と，三全総
での「定住圏」がどう兼ね合い，実施されているか
を現場から検証した貴重なレポートであるが，これ
によると，大平も懸念していたハード，ソフト等の
中央からの紐付き補助金18が，雇用や産業誘致政策
上，人口流出に対しての歯止めともならず，十分な
実績が上がっていないことが分かる。
このような状況の中で，四全総の策定作業が開始
されたが，四全総の主要論点は端的に言えば「東京
問題」への視点であった。これは1980年代に入り明
確化した首都圏への人口流入超過傾向と地域間の所
得格差の拡大傾向を踏まえ，これを逆手にとって是
認する方向を打ち出し，雇用の増大と「世界都市と
しての東京」を重視し，東京を世界の中枢都市の一
つとして位置付けたことにあった。
当初，四全総の策定思想は三全総の流れを引き継
ぎつつも，ヒト，モノ，カネに関する「東京一極集
中」の是正を図ることにあったが，途中から「東京
問題」への視座が「世界都市東京」へと変化する中
で，均衡のとれた国土形成に対して最早打つ手がな
いことを認め，むしろ東京問題の解決をもって，日
本全土の解決を図るという，結果として東京対地
方，地方対地方という地域間競争を煽るものとなっ
たのである。事実この策定過程では地方からの猛反
発を受け，東京問題への視座も残しつつ，地方から
の要求にもこたえ，総花的な内容に収斂されていく
が、結果としては，再び中央集権的な開発行政手法
が政策発想の基礎となったともいえる。
現代，そして今後も国や地方財政を圧迫させる債
務の問題は，四全総策定時においても既に一部表面
化していたが，バブル経済崩壊期前とはいえ，従前
の計画より拡大された高速道路網（高規格幹線道路
網）を始めとして，後に過大な投資規模を想定する
リゾート地帯の形成策も盛り込まれ，それらが今も
なお，国や地方の財政負担を生んでいる現在から見
ると，これらの施策は厳しく指弾されるべき性質の
ものであろう。
戦後日本の国土計画はまず「経済成長と開発」を
重視し，一方，太平洋ベルトや都市部への集中と
いった弊害の排除を目指し，「国土の均衡ある発展」19
という命題を掲げつつ，経済の成長という分野につ
いては一定の役割を果たしてきた。しかし経済成長
については高度成長時代の終焉とともに，その綻び
が目立つようになり，有効な対策を打てなくなっ
た。また「国土の均衡ある発展」についても，途中
「田園都市国家構想」の影響も受けつつ，例えば三
全総における定住圏構想のように地域の自立を目指
した施策が展開されたとはいえ，結果としてはその
成果は実を結ばなかったといえる。
「全総」の失敗の要因の第一は策定後における時
代状況の変化を見誤ったことであろう。例えば三全
総ではオイル・ショックでの経験を踏まえ，来るべ
く低成長時代を見据えていたが，1970年代後半から
産業構造は製鉄や造船といった重厚長大のものか
ら，半導体，家電あるいはソフト産業等へのシフト
が進み，必要とされる資源，土地，インフラ等の根
底が大きく変化し始めていたのである。また，三全
総においては，それを補完し，定住構想の思想を進
めるという目的で作られたいわゆるテクノポリス法
（1981年）や頭脳立地法（1983年）年の関連法も製
造拠点の海外移転という動きまでは，有効打とはな
らなかった。個別の課題に対して国からの補助金を
通じて公共投資をし，そのことで国土の均衡を図る
という手法は既に限界を迎えていたのである。
また，一部「田園都市国家構想」の失敗にも共通
する要素であるが，政策を実効ならしめる制度面の
不十分さ，つまり国土政策上の地方分権的思想の欠
如も重要な点であろう。三全総でいえば，「定住圏」
において実際に人々を定住ならしめる構想部分以外
の要素，例えば，地方自治体への分権システム，つ
まり関係法令制度・予算措置・税収制度の整備，ま
たは地方自治体との協議システムがその対象となら
なかったということも，その具体的要因であるだろ
う。地方の市町村同士の連携にも触れた「21世紀の
グランドデザイン（21GD・五全総とも）」は1998年
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に策定されたが，地方分権一括法の制定は2000年ま
で，また税制の改正はそれ以後まで待たねばならな
かったのである。
このように全総は「国土の均衡ある発展」という
命題を掲げ，それは国土計画上の大きな課題であっ
たにも関わらず，現在に至っても，過疎と過密の問
題は解消されず，都市と地方の格差は一層増す結果
となっているのである20。
さて「田園都市国家構想」の今日的意義を考えて
みたい。「田園都市国家構想」の真髄は自然ととも
に生きる価値観，文化を重視する価値観，中央より
地域に重きを置く価値観等があげられるであろう
が，現代においても重要な意義は，市民による自治
意識の意義と，その成果としての自立を旨とした
「開かれた良き共同体（コミュニティ）」の形成とい
う観点ではないか。「開かれた良き共同体」のイメー
ジはかつての共同体的イデオロギーに束縛されたも
のではない。かつての「共同体」像は構成者内にお
ける権力関係と一体不可分であり，それが因習と束
縛を伴う部分もあったであろうが，そのような「共
同体」像は既に社会の変化に伴い，解体を迫られ，
地域の崩壊を伴っている例も散見されるのである。
現状を見れば，既知の通り，現在，都道府県のう
ち大都市圏を除けば，多くの道県で人口増減率がマ
イナスとなり，日本における人口の減少傾向が明確
になっている。そして約50年後の2062年には，人口
総数は現在の１億2,806万人から約8,674万人になる
ことが予想されている21。一方で総人口における高
齢化比率についても，今から約50年前の（1960年）
年において，人口に占める65歳以上の割合は僅か
5.7% だったものが，2010年には23%，そして約50
年後の2060年には39.9% となることが予想されてい
る22。このような状況の中で，現在，経済成長を前
提としない中でも人々が豊かに生活できる社会モデ
ルはまだ生み出されていないといってよいだろう。
「共同体」の問題は人口減少，少子高齢化だけで
はなく，集権的エネルギーの問題，農地利用と一体
不可分である食糧の問題も含め，内部的には自立可
能であり，外部的には開かれつつも，悪条件を克服
するだけの強度を持った良性のコミュニティ形成は
正直なところ，日本においてまだどの地域もほとん
ど成功していないといっても過言ではなく，特に東
日本大震災後はこれらの問題が一挙に表面化し，課
題解決の為に残された時間は以前より短いものと
なっている。全総を始めとした政府による各種計画
がこれらの現状に対し，有効でなかった事実，ある
いは地域における問題が現在一挙に表面化している
現状は「田園都市国家構想」を一種の理想モデルと
して考えた場合に，それが国の政策上に一部反映さ
れたとしても実績が上げられなかったことに他なら
ない。なぜなら本来ならば，実はその点は「田園都
市国家構想」でも踏み込んでいなかった点でもある
が，国土政策上，その施策範囲を税制度，予算（含
む補助金）体系，地方自治制度にまで踏み込んで設
計されるべきものであり，現在の地域活性化施策の
議論にあるように，根本的な施策体系の変更は未だ
なされていないからである。
このことを，国土政策の手法論から考えてみる
と，まず現在の国土・都市法体系における，国土形
成計画法と国土利用計画法を頂点とした法体系に基
づく，国土計画における政策権限上の行動主体を，
一度，国から地方自治体や市民へ，あるいは国と個
人の間に存在する地方自治体，既存の組合等組織，
市民により組織された NPO 等，これまで国土政策
の行動主体としては想定されていなかった新しい主
体にもっと積極的に委ねるべきであろう。例えば，
地方自治体に設けられる都市計画審議会や，建築に
係る許可権限の問題においては，その空洞化や，調
整機能を果たせない事態も生じている。これらを防
ぐためにも，権限の基礎自治体への移譲や，横浜市
で行われているような一定の補助金をまちづくり団
体に付与し，小規模工事も含めたまちづくりの活動
を委任するといったことも考えられるであろう。こ
れらの新しい主体は大平の大学卒業論文「職分社会
と同業組合」で掲げた「組合」的組織の現代におけ
る発展形と捉えることも十分可能である。
また，全総の発展形である「国土形成計画」（2008
年）でも触れられている問題意識でもあるが，制度
的にももっと踏み込み，国としての役割はこれら新
しい主体への支援，あるいは調整機能として再編す
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ることを検討すべきであろう。それは文字の上では
もはや「国土計画」ではないが，このような地域の
取り組みの集積が「国土計画」となる手法の可能性
も検討するに値すると思われる。具体的には例えば
都市計画の全ての権限の都道府県から市町村への移
譲，市町村民の参加を得ながら都市計画マスタープ
ランを作成し，市町村がその実効を図るシステムの
導入，国や都道府県は調整機能に徹するといった方
策も検討すべきであろう。そうすればすべからく市
町村は自らあるべき自治体像（共同体像，コミュニ
ティ像）の検討に迫られ，福祉や農業といった各種
の施策とも密接な連携を伴いつつ，展開がされるで
あろう。そして，タテ割りの形で国・都道府県から
降りてくる福祉や農政等といった各種の補助金別に
対応した行政システムを見直し，総合的に遂行する
体制・姿勢が今以上に求められてくるのである。
「田園都市国家構想」と「三全総」とが良き理想
を求めて共通課題を採用しながら，その実績が残せ
なかった轍を繰り返さないためには，深い哲学に基
づいた政治構想と知性，そして現実の政策展開とい
う過程における，深い状況認識，調査と具体的な施
策が必要であり，なにより実際に生活を営む人々の
自立心に満ちた主体的な参加意識が重ねあわされて
初めて効果を発すると思われる。今後の日本の国土
計画を考えるにあたって，具体的にはその策定主体
や実施主体のあり方が，地域の将来像を考える際の
重要な要素となると思われるのである。
注
１　経済安定本部の業務は，戦後直後の乱高下し安定しな
い物価や不足する物資の統制であり，そこで用いられた
手段は，その組織・人員が戦時中の企画院を引き継いだ
こともあって，公共事業の一括計上と査定等，統制的か
つ集中的な手法であった。
２　明治以降，太平洋ベルト地帯への人口集中は進んでい
たが，1970年代以降それらは一層顕著なものとなった。
関東地方の1965年における人口シェアは29.4％だったも
のが，これは一全総における1970年の計画想定値28.5%
を上回っている。また新産業都市・工業整備特別地域の
両指定地域における全国工業生産シェアについてみると
1973年には14.1% だったものが1975年には15.6％となっ
ているが，これは当初の目標値20% 程度を下回る結果と
なっている。
　川上征雄『国土計画の変遷』（2008）鹿島出版会
３　『NIRA 研究報告書 戦後国土計画の検証─政策担当者
からの証言を中心─（下）』（1996）総合研究開発機構「第
２章第３節 政治家田中角栄の国土政策思想とその展開 
早坂茂三（元田中角栄氏政務・政策担当秘書）
４　下河辺淳（しもこうべ・あつし1923～　元国土事務次
官）は，戦後日本の国土計画を考察する上で最も重要な
人物といっても過言ではない。以下略歴を辿るだけでも
国土計画のメインストリームを歩み，政策の立案過程を
最も熟知し，かつ非常に大きな影響を与えてきたことが
容易に推察される。
（略歴）
　1944年東京大学入学，都市計画を専攻，丹下健三研究室
に在籍し，戦時中の東京の都市社会調査，戦災状況調査
を行ない，原爆投下後の広島も訪問して調査を行う。
1947年東大・丹下研を卒業し，戦災復興院に入庁，1952
年経済審議庁（以前の経済安定本部，後の経済企画庁）
に出向して，経済計画の策定等に参加し，その建設省計
画局へ出向，1962年全国総合開発計画の策定開始と同時
に，経済企画庁総合開発局調査官に帰任，1969年新全国
総合開発計画閣議決定，1972年経済企画庁総合開発局長
に就任，1974年国土庁計画・調整局長，1977年国土事務
次官に就任，同年第３次全国総合開発計画閣議決定，
1979年定年退職，国土庁顧問及び総合研究開発機構
（NIRA）の理事長就任，その後も1981年における国際
科学技術博覧会（つくば科学博）のプロデュースに関
わったほか，1987年閣議決定の第４次全国総合開発計画
策定にも関わる。1995年の阪神・淡路大震災では，復興
委員会・委員長として復興政策をまとめ，1998年からの
第五次全国総合開発計画策定作業にも関与する。
　著書として『戦後国土計画への証言』（聞き手：本間義
人，御厨貴，檜模貢）（1995）日本経済評論社等
５　『日本列島改造論』田中角栄著（1972）日刊工業新聞
社刊は，初版91万部の同年第４位のベストセラーとなっ
た。
６　傾斜生産方式による復興政策の開始に伴い，大量の資
金が融資された結果，復興インフレが発生した。インフ
レーションを抑えるために融資を絞れば生産力が落ちる
ため，融資量の縮小と拡大が交錯し，不安定な経済状況
が続いた。結果として，1945年10月から1949年４月まで
の３年６か月の間，消費者物価指数は約100倍となった
（公定価格ベース）。
７　国会議事録を辿ると，大平の代議士人生上，国会答弁
において「国土計画」，あるいは「全国総合開発計画」
について触れたのはわずか３回である。うち２件は総理
時代に「田園都市国家構想」との整合性について触れた
もの。残り１件は通産大臣時に産業立地政策の一般的な
説明の際に触れたもの。
８　長富祐一郎（ながとみ・ゆういちろう）1934～2013　
大蔵官僚，内閣審議官，元関税局長，著書に「近代を超
えて～故大平総理の残されたもの（上・下）」（1983）財
団法人大蔵財務協会等
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９　「田園都市圏」は「都市に田園のゆとりを，田園に都
市の活力を」というスローガンのまさにモデルであり，
中核的な地方都市と農山漁村が融和し一体となって完成
するとしている。この「田園都市圏」は多極化された国
家社会との中で，各地域の「自主性」と「多様性」を尊
重しつつ，「広域中核都市」と「ブロック中枢都市」と
の機能分担を図るとしている。
　大平総理の政策研究会─田園都市構想研究グループ『田
園都市国家の構想』（1980）大蔵省印刷局
10　本文では全国的なセンターとしての「芸術博物館」の
建設を唱え，環太平洋を対象とした総合的な資料の集積
を目指すべきとしている。
11　「歴代総理大臣の国土ビジョンを読む・その２「田園
都市国家の構想」（1980年）」（2008）というレポート中
で，橋本武（財団法人日本開発構想研究所 研究主幹）
は，「「田園都市国家の構想」を計画としてみると，理念
と個別施策の中間に位置する，この「戦略的施策」が極
めて弱い，むしろ存在しないといえる。それもあって，
理念と個別具体がバラバラであるという印象を強く抱か
せる。総理のビジョンとしては，個別具体の施策ではな
く，少数の戦略的施策，今日の言葉で言えば，真に「骨
太の方針」を打ち出すべきであった。いくら優れた理念
であっても，理念はそのままでは潜在的可能性に過ぎな
い。理念を現実に適用し，多くの者が共感し，情熱を
持って取り組める施策にまで具体化しなければ，理念は
画餅に過ぎない。総理主導のビジョンであるからこそ，
「骨太の方針」を打ち出せる可能性は大きかった。その
意味で，大平総理の急逝は惜しまれる。」と述べている。
12　大平正芳の娘婿である森田一元代議士（元運輸大臣，
元大平正芳内閣総理大臣主席補佐官）からのヒアリング
に基づく。（以下「森田ヒアリング」）
13　例えばいわゆる「四日市判決」の影響があげられる。
これは1967年９月，三重県四日市市磯津地区のぜんそく
患者９人が，コンビナートを構成する６社（石油会社等）
に損害賠償を求めて提訴し，津地裁四日市支部は1972年
７月６社の責任を認めて8821万円の支払いを命じたも
の。企業側は控訴せず判決は確定。その後の公害行政，
訴訟に大きな影響を与えた。
14　なお，国土庁は大平内閣誕生後，早々に「田園都市構
想と定住構想について」という文書を各地方自治体向け
に発出しているが（本間義人「国土計画の思想」），これ
は制度面において近々に表面化するであろう「両者の整
合性を問う自治体からの各種問い合わせ」に答えるため
の文書であったと思われる。事実国土庁は後日「定住構
想」の関連予算について「田園都市国家構想」の趣旨の
沿うものと説明を改めて行っている。
15　森田ヒアリング
16　森田によると，「田園都市構想研究グループ」では国
土庁退職後の下河辺淳が「アドバイザー」として名を連
ねているが，それは多分に儀礼的側面が強く，実際の報
告書執筆にあたっては，香山ら研究グループ幹事は実際
の報告書執筆を下河辺に委ねることはなく，下河辺も積
極的に関わる立場をとらなかったとのことである。
17　「田園都市国家構想」ではその基本単位をあくまで「田
園都市圏」と称し，これは三全総上の「定住圏」，各省
庁の地域圏の概念を含んだものとの説明がされている。
ただし下河辺と梅棹は後年関西への学術研究都市への誘
致について積極的に交わり，共同によるセミナーの開催
や報告書の発刊「NIRA 研究報告書 文化首都の研究
（上・下）」（1992）を行っている。
18　「紐付き補助金」：地方自治体に対して一定の補助率の
もと，事業の詳細を国で定め，予算執行過程を厳しく管
理する補助金の一形態，地方自治体が実施する公共事業
であっても国からの補助金が伴う場合はこの形式が採用
されることでその規格・執行等での制約が多くなる傾向
にある。
19　「国土の均衡ある発展」という言葉は「国土形成計画
（2008）」上の表現であるが，同趣旨の表現は従前の全て
の「全総」において掲げられるキーワードである。（詳
細は下記注20文献を参照）
20　大西隆ほか共著『広域計画と地域の持続可能性』
（2010）学芸出版社より１章
21　平成22（2010）年度『国勢調査・人口等基本集計結果』
総務省統計局並びに平成24（2012）年度『日本の将来推
計人口』国立社会保障・人口問題研究所に基づく
22　平成24（2012）年版『高齢社会白書』内閣府
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